
令和６年度児童手当制度改正 

令和６年１０月分からの児童手当の制度変更について 

児童手当法の一部改正（令和６年１０月１日施行予定）に伴い、令和６年１０月分（令和６年１２月支給分）

から児童手当制度の一部が変更となります。 

 

主な制度変更点は次の４つです。 

1、支給対象期間が高校生年代まで延長されます。 

支給対象となる児童が、現行の「０歳から１５歳に達する日以後の最初の３月３１日まで（中学校修了前）

の間にある日本国内に居住する児童」から、「０歳から１８歳に達する日以後の最初の３月３１日まで（高

校生年代）の間にある日本国内に居住する児童」となります。 

 

2、所得制限が撤廃されます。 

現在設けられている所得制限・所得上限が撤廃され、所得額が所得制限限度額以上で特例給付を受給されて

いた方や所得上限限度額以上で手当を受給していない方についても、児童手当の支給となります。 

 

ただし、所得制限撤廃後も、父母など２人以上の者が同一の児童を監護し、かつ、児童と生計を同じくする

場合には、これらの方のうち「生計を維持する程度が高い者（原則所得の高い方）」が受給者（請求者）に

なります。 

※「監護」とは、児童の生活について社会通念上必要とされる監督、保護を行っている（面倒をみている）

ことを示します。 

 

３、第３子以降の支給月額が３０，０００円に増額されます。 

現行制度では「３歳以上小学校修了前までの児童のうち第３子以降の児童については月額 15,000 円の支

給」でしたが、「０歳から１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある日本国内に居住する児

童のうち第３子以降の児童ついては月額30,000円の支給」となります。 

 

※多子の数え方は、受給者が監護・養育等をしている０歳から２２歳に達する日以後の最初の３月３１日ま

での間にある日本国内に居住する子のうち、年長者から第１子、第２子、第３子以降と数えます。（令和６

年９月３０日以前については０歳から１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にいる児童のう

ち年長者から数えます。） 

 

※１８歳に達した日以後の最初の３月３１日を経過した子から２２歳に達した日以後の最初の３月３１日

までの間にある子（大学生年代）を多子としてカウントするためには、「①監護に相当する世話等をしてい

ること、②生計費の負担をしている」ことの２点の要件を満たす必要あります。（例：子の学費を負担して

いる、別居の子に生活費の仕送りをしている、同居で食費等の負担がありこれを欠くと通常の生活水準が維

持できない等） 

 

４.支給月が年６回になります。 

支給月が年３回（２月、６月、１０月）から年６回（偶数月）となります。 

※ただし、令和６年度については年度途中の令和６年１０月（１２月支給分）から制度が変更になるため、

６月、１０月、１２月、２月の４回です。 



◎令和６年１０月１日から児童手当制度が改正されることに伴い、新たに児童手当

の支給要件を満たす方は必ず手続が必要です。９月中に対象となる受給者へ、通知を

送付いたします。必ず内容を確認のうえ、提出書類を記入し、役場健康福祉課へ提出

してください。その他状況に応じて必要な書類の提出をお願いする場合があります。 
 

 

Aに該当する方・・・・現在児童手当を受給しておらず、0歳から高校生年代（※１）までの児童を

養育している方 

お子さんが出生した際は認定請求の手続が必要です。公務員以外の方で、職場からの受給がない方はお住い

の自治体に申請してください。 

※１・ここでは平成18年 4月 2日から平成21年 4月 1日生まれまでの児童をいいます。 

 

申請に必要な書類等 

1.児童手当認定請求書  

2.請求者の口座情報（金融機関、店番、口座番号、名義人カナ氏名）が分かるものの写し 

3.請求者の健康保険証の写し 

 

 

《該当する方のみ必要なもの》 

・請求者または配偶者の令和６年１月１日の住所が平田村外の場合 

●当該年度の所得課税証明書（令和６年１月１日時点でお住いの市区町村で取得をしてください。） 

ここからスタート

０歳から高校生年代（※1）

までの児童を養育していますか

児童手当・特例給付の受給資格

をお持ちですか

※公務員の方は職場へお問い合わせください。

養育している０歳から高校生年

代までの児童が村健康福祉課に

登録されていますか

大学生年代（※2）の

子を養育していますか

手続不要

支給要件外

となります。

手続必要

認定請求書

等をご提出

下さい。

A →

手続必要

増額額改定請

求書等をご提

出ください。

B→

手続不要

令和6年12月上旬に支払

通知書を送付しまうの

で、金額等をご確認く

ださい。

その子を含めて養育してい

る子は３人以上いますか

その子への経済的負担

（学費や生活費等）はあ

りますか

手続必要

増額額改定請求書、監

護相当・生計費の負担

についての確認書等を

ご提出ください。

C→

手続不要

加算対象児童の要件

外となります。

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

はい

はい
はい

はい

このフローチャートは参考例です。支給要件に該当するか否かは、請求書等を審査

した上で決定します。

※1 ここでは平成18年4月2日から平成21年4月1日生まれまでの児童をいいます。

※2 ここでは平成14年4月2日から平成18年4月1日生まれまでの子をいいます。

申請手続きが必要な方には順次、請求書等を送付しますのでご確認ください。



 

・請求者と支給対象児童（高校生年代以下）が別居している場合 

●別居監護申立書 

 

・0歳から高校生年代までの児童のほかに大学生年代（※２）の子がおり、その子に対して学費や生活費等

の経済的負担がある場合であって、その子を含めて３人以上養育している場合 

（※２ ここでは平成14年 4月 2日から平成18年 4月 1日生まれまでの子をいいます。） 

●監護相当・生計費の負担についての確認書 

 

・父母以外が認定請求する場合 

●監護申立書   

 

・離婚や離婚協議中で児童と所得の高い父または母が別居していて、同居している所得の低い父または母が

認定請求する場合 

離婚協議中であることが客観的に証明できる書類等の添付が必要です。 

※離婚済みであれば、別居している父または母が認定請求することはできません。 

 

 

 

Bに該当する方・・・・現在児童手当を受給しており、平田村に登録のない 0歳から高校生年代（※

１）までの児童を養育している方。額改定請求の手続が必要です。必要書類を提出してください。 

 

 現行制度では、高校生年代の児童について、年齢到達により対象児童から消滅している場合が 

ありますので手続が必要です。 

 

※１・ここでは平成18年 4月 2日から平成21年 4月 1日生まれまでの児童をいいます。 

※平田村に登録されている児童の確認については、個人情報保護の観点からお電話での登録児童の確認は

できません。ご了承ください。 

 

申請に必要な書類等 

●児童手当額改定認定請求書 

 

《該当する方のみ必要なもの》 

・請求者と支給対象児童（高校生年代以下）が別居している場合 

●別居監護申立書             

 

・0歳から高校生年代までの児童のほかに大学生年代（※２）の子がおり、その子に対して学費や生活費等

の経済的負担がある場合であって、その子を含めて３人以上養育している場合 

（※２ ここでは平成14年 4月 2日から平成18年 4月 1日生まれまでの子をいいます。） 

●監護相当・生計費の負担についての確認書 

 

・3歳未満の児童の増額請求で、請求する児童のほかに３歳未満の児童を養育していない場合 



●受給者の健康保険証の写し 

※請求する児童が３歳以上の場合は、添付は不要です。 

 

 

 

Cに該当する方・・・・現在児童手当を受給しており、大学生年代（※２）の子を含めて３人以上養

育している方 

大学生年代の子を含めて３人以上養育している方は、その大学生年代の子に対して学費や生活費

等の経済的負担がある場合は多子としてカウントするための手続が必要です。 

 

※２ ここでは平成14年 4月 2日から平成18年 4月 1日生まれまでの子をいいます。 

 

申請に必要な書類等 

●監護相当・生計費の負担についての確認書 

 

※大学生年代の子を含めて３人以上養育している方で、その大学生年代の子に対して学費や生活費等の経

済的負担がある場合に、多子としてカウントするためには、原則「増額額改定請求書」及び「監護相当・生

計費の負担についての確認書」の提出が必要ですが、制度改正時には経過措置として「増額額改定請求書」

の提出は不要です。 

 

 

制度改正分の申請、審査について 

（認定請求書、額改定請求書、監護相当・生計費の負担についての確認書の提出について） 

上記A、B、Cに該当し、申請が必要な方につきましては、順次通知する予定です。 

 

1.・支給対象 

児童（0歳から18歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある子をいいます。以下同じ。）を養

育している方 

 

2.・制度改正後に児童手当を受給するために新たに申請が必要な方 

●高校生年代の児童を養育している方 

（現在中学生以下の子を養育しており、児童手当を受給している方を除く。） 

●中学生以下の児童を養育しているが、所得上限限度額を超過し、児童手当も特例給付も受給していない方 

 

※児童の兄姉等（18歳に達する日以後の最初の3月31日を経過した後の22歳に達する日以後の最初の

3月 31 日までの間にあって親等に経済的負担のある子をいいます。以下同じ。）について監護に相当す

る世話等をし、その生計費を負担している方（「監護相当・生計費の負担についての確認書」等の提出が

必要となります。） 

 

●施設等受給資格者である方でその委託等されている児童のうちに、高校生年代の児童がいる方 

 

新たに施設入所等児童となる者がいる方（※） 



対象となる施設等は、児童手当法第3条第3項において定義されている施設のことをいいます。詳しくは、

こちら（施設等受給者向け児童手当Q&A）のQ1をご覧ください。 

 

（※）今回新たに施設入所等児童となる者がいる方とは、具体的には以下の通りです。 

 

児童自立生活援助事業により援助（2月以内の期間を定めて行われる援助を除く。）を受けている児童 

母子生活支援施設に入所（2 月以内の期間を定めて行われる入所を除く。）している児童であって児童のみ

で構成する世帯に属する児童 

（施設等受給者向け児童手当Q&A）のQ1でお答えしている施設のうち、親子での入所が想定される施設

に入所している児童について、親が高校生年代の児童である場合 

 

3.・支給額 

児童の年齢         児童手当の額（一人あたり月額） 

3歳未満         15,000円（第3子以降は30,000円） 

3歳以上高校生年代まで ・ 10,000円（第3子以降は30,000円） 

※「第3子以降」とは、児童及び児童の兄姉等のうち、年齢が上の子から数えて3人目以降の子 

のことをいいます。 

 

※制度の詳しい説明については、こども家庭庁HP（児童手当制度のご案内）にも載っておりますので 

ご確認ください。 


